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は じ め に

朝鮮民主主義人民共和国の社会主義経済は，

1980年代末の国際社会主義市場の崩壊，90年代

半ばの自然災害による農業面での打撃により，

深刻な苦境を経験した。しかも，すでに1980年

代半ばには，エネルギーおよび原材料の供給不

足，設備の老朽化，技術の立ち後れ，軍事負担

の過重，過度の中央集権的統制などを原因とす

る経済不振の状況にあることが指摘されていた

［小牧 1987］。しかし，同国は社会主義体制を維

持しつづけ，1998年８月のロケット打上げによ

ってその工業力を改めて誇示したうえで，99年

から改めて重工業投資を優先した経済建設を進

めてきた（注１）。

こうした朝鮮社会主義経済の非脆弱性は，基

本的に，これまで朝鮮労働党が進めてきた経済

建設によってもたらされたと考えるのが自然で

ある。1975年に訪朝した西川潤（当時，早稲田

大学助教授）は，朝鮮労働党の経済建設の基本

政策である自立的民族経済建設路線が重工業の

発展に重点を置くという特徴を持った自力更生

論であることに注目し，開発途上国の経済発展

モデルとして紹介した［西川 1976a-1976d］。そ

して，在日朝鮮人研究者も積極的に自立的民族

経済建設路線を紹介するようになった［高昇孝  

1978；『現代朝鮮問題講座』編集委員会 1980］。

肯定的な紹介とは別に，自立的民族経済建設

路線を中ソ対立という背景におけるイデオロギ

ー闘争という側面から議論した論文を1970年に

発表したことがある高瀬浄は［高瀬 1970］，82

年に発表した論文において自立的民族経済建設

路線を議論するなかで，投資原資の不足，国防

費の重圧，農産物の価格補助による財政負担な

どの問題点を指摘し，経済管理システムの改革

の必要性に言及した［高瀬 1982］。また，在日

朝鮮人研究者の姜日天は，経済管理システムに

ついて議論するなかで，合弁法が制定された

1984年以降に自立的民族経済建設路線に変化の

兆しがあることを指摘した［姜日天 1986; 1987a; 

1987b］。

ただし，以上のような自立的民族経済建設路

線を扱った研究はいずれも，自立的民族経済建

設路線の内容については朝鮮労働党の公式見解
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をそのまま紹介しているに過ぎない。一方，ア

メリカでは，朝鮮社会主義経済が，その自力更

生のスローガンにもかかわらず，実はソ連から

の贈与や借款に大きく依存していたことを強調

する研究も現われた［van Ree 1989］。また，朝

鮮民主主義人民共和国はすでに1970年代半ばか

ら資本主義諸国に対する貿易代金未払い問題を

起こしている（注２）。こうしたことから，自立的

民族経済建設路線はその成り立ちから検証され

なければならなくなっている。

ここでは，自立的民族経済建設路線について，

その特徴を明らかにしたうえで，その形成過程

と実際に行われた経済建設の推進過程との関連

を分析し，そこで生じてきた問題点を明らかに

したい。ただし，同国の経済建設状況，とくに

重工業建設については，纏まった資料が刊行さ

れていないため，朝鮮労働党機関紙『労働新

聞』や政府直属の朝鮮中央通信社が刊行する

『朝鮮中央年鑑』などで発表された断片的な情

報を集積するという作業が必要になる。

Ⅰ　自立的民族経済建設路線の概念

自立的民族経済建設路線は朝鮮民主主義人民

共和国の日本語出版物によって日本人向けに紹

介されてきた［外国文出版社 1975および1977; ホ

ン・スンウン 1990］。それらによると，自立的

民族経済建設路線は以下のような内容を持つ。

⑴自国の技術と資源に依拠する。

⑵投資の優先順位を重工業に置く。

⑶多方面的な発展を目指す。

⑷現代技術によって装備する。

⑸対外経済関係において，自国で生産できな

いかあるいは不足するものを輸入し，自国で有

り余っているものを輸出するという「有無相

通」の原則で貿易を行う。

西川潤によれば，自立的民族経済建設路線の

もとでは「重工業・機械工業が優先的に発展さ

せられていくなかでそれに見合った国内原料が

積極的に開発され，また重工業の生産性の向上

がそのまま消費財工業・農業の生産力の向上を

伴って食糧の自給と民衆生活の向上を導くこと

になる」［西川 1976d,148］。自立的民族経済建設

論の特徴は，第１に，重工業の発展によってそ

こから軽工業に機械，原材料を，農業に機械，

化学肥料を供給してそれらの発展を促すという

自己完結的な経済構造を国内に作ること，第２

に，対外経済関係がこうした経済建設を補完す

る意味しかなく，生産できなかったり不足した

りするものを外国から輸入し，有り余るものを

輸出するに過ぎないということであるといえる

（図１参照）。

図１　自立的民族経済建設路線の概念図

（出所）筆者作成。
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今日の朝鮮労働党の公式見解では，自立的民

族経済建設路線の歴史的根元を1936年５月に発

表されたという「祖国光復会10大綱領」に求め

ており［チャン・テシク 1963,35; ホン・スンウン 

1984,13-19］，金日成が47年２月20日に北朝鮮

道・市・郡人民委員会大会で公に提示したもの

となっている［朝鮮労働党出版社 1972,388-391; 

朝鮮労働党出版社 1991,225-228］。

1972年以降に刊行された朝鮮労働党の出版物

において47年２月20日の金日成演説として引用

されているのは，67年版の『金日成著作選集

（1）』（朝鮮労働党出版社刊行，1972年九月書房翻

刻発行）にあるものである。

「民主主義独立国家を建設するためには，必

ず自民族の自立的経済の基礎を確立しなければ

ならず，自立的経済の基礎を確立するためには

人民経済を急速に発展させなければなりません。

自立的民族経済の基礎がなければ，われわれは

独立もできなければ建国もできず，また生きて

いくこともできません」［『金日成著作選集（1）』

1967年朝鮮労働党出版社刊行，1972年九月書房翻

刻発行，124～125ページ］。

しかし，この1967年版『金日成著作選集

（1）』では自立的民族経済路線の内容を具体的

に述べた個所はない。また，1964年に朝鮮労働

党出版社から刊行された『朝鮮労働党歴史教

材』では47年２月20日演説に関してのみならず，

同書全体を通じて「自立的民族経済建設路線」

という言葉は出てこない［朝鮮労働党出版社 

1964］。

そこで，1948年１月に労働党出版社（後，朝

鮮労働党出版社）から刊行された金日成『重要

報告集』で当該個所を見ると以下のとおりであ

る。

「民主主義国家を建設しようとすれば必ず自

民族の自主的経済基礎を確立しなければならな

いということを意味するのであり，自主的経済

基礎を確立しようとすれば人民経済発展と人民

経済向上がなければならず，これがなくては，

われわれは独立もすることができず，建国もす

ることができず，また生きることもできないの

です」［金日成 1948,207］。

このとおり，「自立的経済」はオリジナルで

は「自主的経済」となっており，当時は「自立

的民族経済建設」という言葉もなかったことが

わかる。そして，自立的民族経済建設路線が

1947年２月20日演説で提示されたという説は，

朝鮮労働党出版社で『金日成著作選集』が刊行

されるようになった67年より後に新たに作られ

た見解であったこともわかる。

また，今日の朝鮮労働党の公式文献では，自

立的民族経済建設路線の主要な特徴である重工

業の優先的発展が1953年８月５日に提起された

ことになっている［朝鮮労働党出版社1972,523- 

525; 朝鮮労働党出版社 1991,321-323］。その根拠

として引用されるのは，1967年版の『金日成著

作選集（1）』に掲載された「すべてのものを戦

後人民経済復旧発展のために──朝鮮労働党中

央委員会第６次全員会議で行った報告1953年８

月５日──」からのものである。

「われわれは戦後の経済建設において，重工

業の先次的な復興発展を保障しながら，同時に

軽工業と農業を発展させる方向へ進まなければ

なりません。そうすることによって我国の経済

の土台を強化し，人民生活を速やかに改善する

ことができます」［『金日成著作選集（1）』1967年

朝鮮労働党出版社刊行，1972年九月書房翻刻発行，

401ページ］。
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この1953年８月５日報告は，56年に朝鮮労働

党出版社から刊行された金日成『戦後人民経済

復旧発展のために』では，タイトルからして異

なっている。こちらでは，８月５日の報告は

「停戦協定締結と関連して戦後人民経済復旧発

展のための闘争と党の今後の任務」となってお

り，さらに1967年版の『金日成著作選集（1）』

には掲載されていない８月８日の党中央委員会

第６次全員会議での結論である「すべてのもの

を戦後人民経済復旧発展のために」が収録され

ている［金日成 1956］。そして，1967年版の『金

日成著作選集（1）』に掲載された８月５日報告

の内容は，56年版の『戦後人民経済復旧発展の

ために』に収録されている８月５日報告と８月

８日結論を混合したものになっている。しかも

前述の引用個所は，1956年版の『戦後人民経済

復旧発展のために』に収録されている８月５日

報告にも８月８日結論にも存在しない。この書

換えはすでに1960年版の『金日成選集（4）』で

見られる［『金日成選集（4）』1960年刊行，９ペ

ージ］。

このことから，重工業を優先的に発展させる

という政策は，1953年８月５～８日の党中央委

員会第６次全員会議では明言されなかったこと

がわかる。また，重工業を優先的に発展させる

という政策が党中央委員会第６次全員会議で提

示されたという説は1960年頃に新たに作られた

ものであることもわかる。

ただし，自立的民族経済建設路線が1947年２

月20日に提示され，その主要な特徴である重工

業の優先的発展が53年８月５日に提示されたと

いう説は，その後の経済政策の展開をそれらが

実現されてきた過程として論じることにより演

繹的で纏まった説明になるということにも注意

されなければならない。しかしそうした説が事

実と異なる以上，自立的民族経済建設路線も，

その主要な特徴である重工業の優先的発展もそ

れまでの経済政策の展開から帰納的に形成され

たものであると見るべきである。

Ⅱ　重工業施設の復旧

自立的民族経済建設路線のなかで主要部分と

なっている重工業に対する優先的投資はその原

資をどこから調達するかという基本的な問題か

ら始まる。解放直後の北朝鮮ではそれを農業部

門に求めることはできなかった。1946年３月に

土地改革が行われた際，主要農産物であるコメ

を国家が0.8ウォンで農民から買い取り，消費

者に0.08ウォンで販売して国家がその差額を負

担するという仕組が作られ，農民の負担は収穫

の25％を納める現物税に限られるようになった

（注３）。金日成はこの土地改革の進行中に「二十

箇条政綱」を発表して，土地改革をソ連軍政下

にある北朝鮮の農村のみならず，米軍政下にあ

る南朝鮮の農村にまで及ぼすという考えを明ら

かにした［金日成 1948,21］。さらに，金日成は

土地改革が終了すると４月10日に，土地改革が

「北朝鮮農村を民主主義根拠地に転換した」と

述べている［太成洙 1946,26-27］。

投資の原資という点で，北朝鮮ではすでに植

民地時代において重工業の歴史が始まっている。

1918年に三菱製鉄兼二浦製鉄所が完成し，さら

に，30年に日本窒素肥料株式会社の手で赴戦江

第１発電所が送電を開始するとともに日本窒素

肥料興南工場が操業を開始した。これらの企業

は原料を輸入するのではなく，朝鮮の豊富な資

源を利用しようとするものであった。さらに
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1930年代後半から40年代前半にかけて日本の戦

争遂行のための供給基地として，北朝鮮に多く

の工場，企業が設立された。ここで北朝鮮は南

朝鮮に対して，工業力で優位を確立した。とく

に地下資源，重工業では圧倒的であった（表１

～４参照）。解放当時の北朝鮮には多くの重工

業施設がすでに存在したという有利な条件があ

ったのである。

しかしながら，それらの施設は無傷で朝鮮人

側に引き渡されたわけではなかった。1945年８

月の日本の敗戦により日本人の引揚げが始まり，

これとともにソ連軍が進駐した。これにより，

引揚げ時の日本人による破壊とともに，ソ連軍

が当初，戦利品として北朝鮮から少なからぬ穀

物，家畜，在庫物資，産業施設を没収した（注４）。

解放直後，19の水力発電所以外を除くすべての

企業の活動は停滞しており，うち，178の炭鉱

と鉱山が浸水，178の炭鉱と鉱山が部分浸水，

47の企業が破壊されていたといわれている［『朝

鮮中央年鑑』1949年版，100ページ］。

ソ連軍は一方的に没収するだけではなく，

1945年11月27日に工業復旧のために技術者や物

資を供出する方針を決定し［国土統一院調査研

究室 1988,43-44］，12月18日，北朝鮮でこれが発

表された［柳文華 1949,17］。ソ連軍が復旧に協

力的になったことにより，金日成は1946年８月

10日に重要産業国有化法令を発表した。そして，

ソ連軍から10月30日に1034の旧・日本人所有の

企業が朝鮮人側に委譲された［国土統一院調査

研究室 1988,55-56］。1947年１月１日までに822

の企業が操業し，このうちソ連技術者によって

完全あるいは部分復旧したのが228，残り594で

もソ連技術者の助けがあったという［金日成 

1948,169, 189-190］。

すでに土地改革で農村を掌握し，このように

工業施設を掌握してその大部分が復旧したとこ

ろで，金日成は1947年１月１日に北朝鮮全体を

表１　解放直後における主要工業生産の南北比率

（出所）『朝鮮経済年報1948年版』．
（注）1940年現在の比率。

化学

金属

機械

紡績

窯業

木製品

印刷製本

食料品

ガス・電気

その他

（％）

北朝鮮

82

90

28

15

79

35

11

35

64

22

南朝鮮

18

10

72

85

21

65

89

65

36

72

表２　主要地下資源の南北生産比率

（出所）表１に同じ。
（注）1936年度現在の比率。

金（砂金）

金銀鉱

鉄鉱

銑鉄

タングステン・水鉛鉱

黒鉛

有煙炭

無煙炭

（％）

北朝鮮

70.7

72.7

99.9

100　

78.5

29　

99.5

97.7

南朝鮮

29.3

27.3

0.1

0　

21.5

71　

0.5

2.3

表３　電力の南北生産比率

（出所）表１に同じ。
（注）解放直後現在の比率。

出力

年平均発電力

（％）

北朝鮮

86

92

南朝鮮

14

8
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表４　北朝鮮における日本人所有の主要産業施設

鉄鉱

日本製鉄殷栗鉱山 黄海南道 殷栗鉱山

日本製鉄載寧鉱山 　〃 載寧鉱山

日本製鉄下聖鉱山 　〃 ―

日本製鉄銀龍鉱山 　〃 ―

日本製鉄兼二浦鉱山 黄海北道 松林鉱山

三井鉱業价川鉱山 平安南道 价川鉱山

利原鉄山利原鉱山 咸鏡南道 ―

茂山鉱山開発茂山鉱山 咸鏡北道 茂山鉱山

有煙炭

朝鮮有煙炭古乾原炭鉱 咸鏡北道 古乾原炭鉱

朝鮮有煙炭訓戎炭鉱 　〃 ―

朝鮮有煙炭鶏林炭鉱 　〃 遊仙炭鉱

朝鮮人造石油阿吾地炭鉱 　〃 ６月13日炭鉱

岩村鉱仙遊仙炭鉱 　〃 遊仙炭鉱

明治鉱業沙里院炭鉱 黄海北道 沙里院炭鉱および鳳山炭鉱

明治鉱業安州炭鉱 平安北道 安州炭鉱

無煙炭

朝鮮無煙炭黒嶺炭鉱 平壌市 黒嶺炭鉱

朝鮮無煙炭徳山炭鉱 　〃 徳山炭鉱

朝鮮無煙炭江原炭鉱 江原道 江原炭鉱

朝鮮無煙炭文川炭鉱 　〃 文川炭鉱

朝鮮無煙炭新倉炭鉱 平安南道 新倉炭鉱

朝鮮無煙炭徳川炭鉱 　〃 徳川炭鉱

鳳泉無煙炭鳳泉炭鉱 　〃 鳳泉炭鉱

大東鉱業龍登炭鉱 平安北道 龍登炭鉱

大東鉱業高原炭鉱 咸鏡南道 高原炭鉱

金・銀

日本鉱業遠北鉱山 江原道 金化鉱山

日本鉱業楽山鉱山 黄海南道 楽淵鉱山

日本鉱業発銀鉱山 慈江道 　時鉱山

日本鉱業大楡洞鉱山 平安北道 大楡洞鉱山

日本鉱業御宮鉱山 　〃 ―

日本鉱業雲山鉱山 　〃 雲山鉱山

日本鉱業成興鉱山 平安南道 成興鉱山，後，10月 26日総合企業所

水鉛

日本鉱業遂安鉱山 黄海北道 ―

タングステン

位置（解放後

行政区域）
解放後の名称
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日本鉱業箕州鉱山 黄海北道 谷山鉱山，後，萬年鉱山

黒鉛

野崎鉱業業徳鉱山 咸鏡北道 業徳鉱山

東拓鉱業臥龍鉱山 黄海南道 ―

東邦鉱業吉州鉱山 咸鏡北道 ―

東邦鉱業江界鉱山 慈江道 東邦鉱山，後，8月8日鉱山

東邦鉱業時中鉱山 　〃 時中鉱山

ニッケル

朝鮮鉱業振興会社伊川鉱山 江原道 板橋鉱山

日窒鉱業開発会社咸興鉱山 咸鏡南道 広泉鉱山

銅，鉛，亜鉛

日本鉱業甕津鉱山 黄海南道 甕津鉱山

日本鉱業検徳鉱山 咸鏡南道 剣徳鉱山

三成鉱業成川鉱山 平安南道 成川鉱山

硼鉱

日立製作所笏洞鉱山 黄海北道 笏洞鉱山

雲母

東洋雲母会社砲手鉱山 咸鏡北道 吉州絶縁物鉱山

燐灰石

朝鮮燐鉱株式会社新豊鉱山 咸鏡南道 東岩鉱山

朝鮮燐鉱株式会社永柔鉱山 平安南道 永柔鉱山

マグネサイト

朝鮮マグネサイト開発会社龍陽鉱山 咸鏡南道 龍陽鉱山

日本マグネシウム金属北斗鉱山 　〃 大興青年鉱山北斗分鉱山

日本マグネサイト化学工業白岩鉱山 咸鏡北道 白岩鉱山

アルミニウム

朝鮮窒素アルミニューム工場 咸鏡南道 ―

東洋軽金属アルミナ電解工場 平安北道 ―

三井軽金属楊市工場 　〃 北中軽金属工場，後，北中機械工場          

昭和電工鎮南浦工場（建設中） 南浦市 ―

住友軽金属元山工場（建設中） 江原道 文坪製錬所

マグネシウム

日本マグネシューム金属興南工場 咸鏡南道 ―

朝鮮軽金属マグネシューム鎮南浦工場 南浦市 ―

朝鮮朝日軽金属岐陽工場（建設中） 　〃 岐陽化学工場，後，平壌農機具製作所，

  岐陽農機械工場，金星トラクター工場

三菱マグネ鎮南浦工場 　〃 ―

東洋金属新義州工場 平安北道 楽元機械工場

鉄鋼

日本製鉄兼二浦製鉄所 黄海北道 黄海製鉄所
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日本製鉄清津製鉄所 咸鏡北道 清津製鉄所，後，金策製鉄所

三菱鉱業清津製鋼所 　〃 清津製鋼所

日本高周波重工城津製鉄所 　〃 城津製鋼所

朝鮮製鉄大安電気精練工場（建設中） 南浦市 江西電気製作所，後，大安電気工場

三菱製鋼降仙電気製錬工場（建設中） 　〃 降仙製鋼所，後，千里馬製鋼所

化学肥料

日本窒素肥料興南工場 咸鏡南道 興南肥料工場

日本化成順川工場 平安南道 順川石灰窒素肥料工場

朝鮮日産化学鎮南浦工場 南浦市 ―

火薬

朝鮮火薬製造海州工場 黄海南道 ―

朝鮮浅野カーリット鳳山工場 黄海北道 ―

カーバイト

日本窒素本宮カーバイト工場 咸鏡南道 本宮化学工場，後，咸興化学工場

朝鮮電気冶金富寧工場 咸鏡北道 富寧冶金工場

日本窒素青水化学工場（建設中） 平安北道 青水化学工場

セメント

朝鮮小野田セメント勝湖里工場 平壌市 勝湖里セメント工場

朝鮮小野田セメント川内里工場 江原道 川内里セメント工場

朝鮮小野田セメント古茂山工場 咸鏡北道 古茂山セメント工場

朝鮮セメント海州工場 黄海南道 海州セメント工場

朝鮮浅野セメント鳳山工場 黄海北道 2・8セメント工場

製錬

日本鉱業鎮南浦製錬所 南浦市 南浦製錬所

日本窒素開発興南製錬所 咸鏡南道 興南製錬所

耐火煉瓦

日本マグネサイト化学工業城津工場 咸鏡北道 城津耐火物工場

電力

日本窒素赴戦江発電所 咸鏡南道 赴戦江発電所

朝鮮電業長津江発電所 　〃 長津江発電所

朝鮮電業虚川江発電所 　〃 虚川江発電所

朝鮮電業禿魯江発電所（工事中） 慈江道 禿魯江発電所，後，将子江発電所

朝鮮電業西頭水発電所（工事中） 咸鏡北道 西頭水発電所，後，３月17日発電所

朝鮮電業輸城川発電所 　〃 富寧発電所

鮮満鴨緑江水電水豊発電所 平安北道 水豊発電所

その他

日本窒素肥料永安工場 咸鏡北道 阿吾地人造石油工場，後，阿吾地化学工

  場，7月7日工場

東亜窯業株式会社鏡城工場 　 〃 ６月５日電気工場
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「民主主義朝鮮の根拠地」と呼んだ［金日成 

1948,163］。金日成は，北朝鮮の農業と工業がと

もに南朝鮮のそれらに対して持つ優位性を，単

一国家独立の際にその主導権を握るための手段

にしたのである。

経済の優位性をさらに強化するのが1947年２

月19～20日に開かれた北朝鮮道・市・郡人民委

員会大会で発表された1947年度人民経済発展計

画であった。先に述べたとおり，金日成はこの

大会で，計画の目標が「自主的経済基礎」を築

くことにあると発表した。これは，国有化され

た工業施設を朝鮮人の手で復旧し発展させるこ

とが南朝鮮を含めた単一国家としての独立の基

礎になるという考えを意味していた。1948年度

人民経済発展計画もこの目標で進められた。

金日成が経済復旧と並行して軍需工業の創設

に乗り出していたことは注目されなければなら

ない。1945年10月２日，金日成は日本軍によっ

て破壊された平川里の平壌兵器製造所を訪れ，

兵器工場を建設することを決定し，その準備を

進めた。この工場は25号工場と呼ばれた。さら

に1947年６月に，25号工場に対して工具や機械

を供給する平壌機械製作所を新たに建設する指

示を出した［『労働新聞』1998年11月７日および

1998年12月12日 ; 『金日成全集（2）』1992年刊行，

61～63ページ ;『金日成全集（8）』1994年刊行，

485～489ページ］。軍需工業は金日成が当時，本

格的に自力更生で建設を進めた部門であった。

Ⅲ　朝鮮戦争時における工業建設

1948年９月９日に朝鮮民主主義人民共和国政

府が樹立され，ソ連軍は12月26日に撤収を完了

した。これにより，ソ連軍から派遣されて経済

復旧で重要な役割を担ってきた技術者も撤収し

た。政府は1949年２月１日に２カ年計画を発表

したが，金日成は３月17日にソ連からの新たな

経済援助を取り付けた。これは，ソ連が朝鮮に

対して３年間にわたって計２億2200万ルーブル

の借款を供与し，朝鮮はこれを年利２％で返済

するというものであった。

この援助により，黄海製鉄所，降仙製鋼所，

城津製鋼所，興南肥料工場，文坪亜鉛工場，清

津製鉄所，南浦板硝子工場，平壌機械製作所，

平壌紡績工場，水豊水力発電所といった主要な

大企業で多くの成果が見られた（表５参照）。

ソ連の援助が経済復旧に決定的な役割を演じた

ことは間違いない。

王子製紙新義州工場 平安北道 新義州製紙工場，後，新義州化学繊維

  工場

鐘紡パルプ新義州工場 　〃 新義州パルプ工場

朝鮮無水酒精新義州工場 　〃 新義州無水酒精工場

北鮮製紙吉州工場 　〃 吉州パルプ工場

日本紡績清津工場 　〃 清津紡績工場，後，清津化学繊維工場

鐘紡西鮮重工海州工場 黄海南道 ―

朝鮮石油元山製油所 江原道 元山化学工場

（出所）『昭和20年度朝鮮年鑑』京城日報社　1944年，森田・長田（1980），各社の社史および平壌側の資料に
より作成。
（注）―は解放後の記録が見当たらないもの。名称変更の可能性もあり。
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このうち，平壌機械製作所は前述のように兵

器工場に工具や機械を供給する目的で作られた

ものであったが，この２カ年計画で工作機械専

門工場の中央機械製作所となった。このほか，

この計画では９つの機械工場がそれぞれ専門化

された工場として，新設または拡張されること

になった（表６参照）。

機械工業の建設とともに軍需工業も発展した。

25号工場では1948年３月に機関銃の試作品が完

成し，12月12日に金日成が出席して試験射撃が

行われた［ヒョン・ムグァン 1980］。この工場は，

1949年２月に機関銃，手榴弾，迫撃砲等を生産

する総合的な軍需工場となり，65号工場と改称

した［『金日成著作集（5）』1980年刊行，297～301

表５　２カ年計画（1949～50年）におけるソ連の援助による主要工業施設の成果

（出所）『金日成選集（2）』1954年再版に掲載された1950年３月17日演説による。

黄海製鉄所

降仙製鋼所

城津製鋼所

興南肥料工場

文坪亜鉛工場

清津製鉄所

南浦板硝子工場

平壌機械製作所

平壌紡績工場

水豊水力発電所

４号溶鉱炉とコークス炉が復旧して，黄海製鉄所の基本技術問題が解決

　新たな生産部門が建設され，技術的問題が解決

　復旧または新たに設計

崩壊から免れる

表６　２カ年計画における機械工場の専門化

（出所）『朝鮮中央年鑑 1950年版』等。

中央機械製作所（旧・平

壌機械製作所）

龍城機械製作所（旧・日

本窒素九龍里工作所）

北中機械製作所（旧・北

中軽金属工場）

海州機械製作所

文川機械製作所

新義州機械製作所

城津機械製作所

羅興機械製作所

東平壌機械製作所

順安機械製作所

位置

平壌市

咸鏡南道

平安北道

黄海南道

江原道

平安北道

咸鏡北道

咸鏡南道

平壌市

平壌市

専門

工作機械

化学機械

車輌機械

鉄鋼機械

鉱山機械

鉱山機械

削岩機

農機具

農機具

計器

後の名称

戦中に移転して煕川機械製作所，後，

煕川工作機械工場 

後，龍城機械工場

後，北中機械工場，８月８日工場

後，海州１月10日機械工場

後，文川機械工場，５月18日工場

後，楽元機械工場

―

後，７月６日鉄道工場

後，鉱山機械を生産する東平壌機械

工場

―
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ページ］。

1950年６月から53年７月の朝鮮戦争において，

これらの工場は爆撃による破壊や移転を強いら

れた。とくに龍城機械製作所は爆撃で壊滅的な

打撃を受けた［外国文出版社 1962］。

産業施設の移転では平壌にあった軍需工場で

ある65号工場の移転が真っ先に行われたようで

ある。65号工場は1950年10月に平安南道成川郡

君子里に移転した。1951年２月17日に金日成は

君子里を訪れ，銃や大砲の増産を指示し，また，

工場労働者のために工場大学を設置することも

指示した［チェ・ウォンソ 1978; 『労働新聞』1993

年５月24日，2001年９月22日］。

本格的な工業施設の移転は1951年１月13日の

内閣決定第191号に基づいて進められた。この

決定は「当時に可能なすべての源泉を動員して

兵器，弾薬等の軍需品生産を強化すると同時に

勤労者の生活安定のための軽工業製品と化学肥

料，建材等の生産を拡張する具体的な課題」を

提示したものであり，この決定に基づき，党と

政府は「一部企業を安全地帯に疎開させ，戦時

という条件下でも生産を続けることを保障する

ことができるように重要生産設備を地下に移設

する等，諸般の対策を講じた」という［キム・

ジョンイル1958,119-120］。平壌で65号工場に隣

接していた中央機械製作所の場合，金日成が３

月17日に後方地帯で新たに機械工業基地を建設

する方針を提示したことによって，慈江道煕川

に移転した。煕川機械製作所では1952年秋には

戦時に必要な製品を供給できるようになり，一

方では規模拡張のための建設を進め，一方では

生産を続けた［リ・ウォングァン 1969］。

1951年７月10日に停戦会談が始まると，戦争

遂行と戦後復興のための準備を兼ねた52年度人

表７　1952～53年に建設された主要軍需工場

65号工場

26号工場

42号工場

82号工場

107号工場

76号工場

205号工場

145号工場

67号工場

32号工場

81号工場

93号工場

17号工場

業種

兵器生産

兵器生産

兵器生産

兵器生産

兵器生産

兵器生産

兵器生産

兵器生産

―

―

―

―

―

所属官庁（1953年６月４日時）

―

後方総局軍需生産局

後方総局軍需生産局

―

後方総局軍需生産局

後方総局軍需生産局

後方総局軍需生産局

後方総局軍需生産局

―

―

―

―

―

所属官庁（1954年７月27日時）

軽工業省

軽工業省

軽工業省

―

―

軽工業省

―

―

軽工業省

軽工業省

軽工業省

軽工業省

―

（出所）「党中央政治委員会第152次会議決定書1953年６月４日」（『北韓関係史料集29』1998年刊行に収録），
「党中央委員会組織委員会第144次会議決定書1953年 7月 28日」（『北韓関係史料集30』1998年刊行に収録），
「党中央委員会第６次全員会議決定書」（金雲石（1957）に収録），および「党中央委員会常務委員会第12次会
議決定書1954年７月27日」より作成。

級

１級

―

２級

―

―

２級

―

―

２級

２級

２級

２級

―
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民経済計画が立てられた。「数十の大規模工場

建設」，とくに軍需品生産のための機械製作工

場建設に「全力を傾注した」という［朝鮮民主

主義人民共和国科学院歴史研究所 1961,244］。1953

年までには少なからぬ軍需工場が稼動するよう

になった。それらの軍需工場は，内閣の機構改

編に伴い，民族保衛省後方総局軍需生産局から

軽工業省にその管轄が移った（表７参照）。そ

して，既存の工場でも軍需品生産が進められ，

楽元機械製作所では1952年６月21日の金日成訪

問を契機に手榴弾を作るようになった［『労働

新聞』2000年２月５日］。

こうした戦時中の工業発展は，戦時の軍需生

産を保障するとともに，戦後における工業化の

土台を築く意味を持っていた［朝鮮民主主義人

民共和国科学院歴史研究所 1961,244］。そして，

ソ連，中国をはじめとする友好国の経済援助は

主に人民生活関連の分野で行われ（表８参照），

朝鮮側が戦争遂行と工業発展のために多くの資

源を割り当てることを助けた。

表８　朝鮮戦争時における友好国の経済援助

ソ連

中国

ポーランド

チェコスロバキア

ルーマニア

ハンガリー

ドイツ民主共和国

ブルガリア

アルバニア

モンゴル

ベトナム民主共和国

1952年夏に５万トンの食糧提供，その後，数万トンの化学肥料，400余台

のトラクター，数万台の各種農機械と自動車，大量の生活必需品を提供。

人民志願軍による軍糧米の分配，営農援助，堤防や灌漑の復旧建設，医療

援助。

1950～ 52年に食糧 192車輌，毛布 11万枚，綿入服 30余万着，その他大

量の援護物資を提供。

大量の織物，被服類，食糧，医薬品，慰問金を提供。

医療団派遣。

戦災孤児養育。

大量の織物，被服類，食糧，医薬品，慰問金を提供。

医療団派遣。

戦災孤児養育。

大量の織物，被服類，食糧，医薬品，慰問金を提供。

医療団派遣。

戦災孤児養育。

大量の織物，被服類，食糧，医薬品，慰問金を提供。

医療団派遣。

戦災孤児養育。

大量の織物，被服類，食糧，医薬品，慰問金を提供。

戦災孤児養育。

大量の織物，被服類，食糧，医薬品，慰問金を提供。

戦災孤児養育。

大量の織物，被服類，食糧，医薬品，慰問金を提供。

大量の織物，被服類，食糧，医薬品，慰問金を提供。

大量の織物，被服類，食糧，医薬品，慰問金を提供。

（出所） 朝鮮民主主義人民共和国科学院歴史研究所（1961）より作成。
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Ⅳ　戦後復興における重工業の優先的発展

朝鮮戦争停戦後の経済復興についての基本方

針は1953年８月５～８日に開かれた朝鮮労働党

第６次中央委員会全員会議で決定された。戦後

復旧の目的を金日成は８月５日演説で以下のよ

うに述べている。

「今後，我国の統一独立を完成するのにもっ

とも必要なことは，我国の人民民主主義制度を

いっそう強化し，民主主義的人民の力量をいっ

そう結集して，民主基地の経済的，文化的，軍

事的土台を強固にすることです」［金日成 

1956,2］。

これは，戦後復旧も南北統一のために南側に

対する経済，文化，軍事面での優位性を確立す

るための手段として位置づけられたことを意味

する。

さらに８月５日演説では工業について，「植

民地的偏跛性」の克服，重工業の「拡張」と軽

工業の「急速な復旧建設」が目標とされた。こ

のうち，植民地的偏跛性について金日成は，植

民地時代にすべての重要工場が東西海岸地帯に

設置されていることを指摘して，施設の新設や

復旧についてとくに機械工業を，海岸線や軍事

境界線から離れた場所に再配置することを指示

した［金日成 1956,3-5］。この点では，戦時中に

軍需工場や機械工場を地下や内陸部に建設した

方針を基本的に受け継いだといえる（注５）。

この演説では工業の発展に関する優先順位を

付けることが強調され，製鉄，機械，兵器，造

船，鉱業，電気，化学，建材，軽工業の順にそ

れぞれの課題が示された［金日成 1956,5-13］。

ただし，この演説では，重工業から始まるこの

順序がそのまま投資の優先順位を示したものに

なるとは明確にされていなかった。当時，消費

財が極端に不足している状況であえて重工業に

優先して投資を振り向けることには少なからぬ

抵抗があると予想されていたようである。金日

成はこうした配慮から注意深く言葉を選んだよ

うである。1954年４月23日に最高人民会議第1

期第７次会議で法令「1954-1956年朝鮮民主主

義人民共和国復旧発展３カ年計画について」が

採択されたが，ここでも３カ年計画の目的を

「それぞれの工業部門と工業，企業の発展にお

いて日本帝国主義から受け継いだ植民地的偏跛

性の残滓を清算し我国将来の工業化の基礎を打

ち立てること」とされ，重工業に投資を優先的

に振り向けることについては言及されなかった

［『朝鮮中央年鑑 1954～1955年版』51～60ページ］。

しかし，実際には３カ年計画期間の重工業に対

する投資は工業投資全体の81.1％を占めており

［アン・グァンジュプ 1958,297］，重工業に対する

優先的投資が意図的に行われたことは間違いな

い。

重工業に対する優先的投資については理論的

な支柱を立てたのは科学院の蔡喜正であった。

蔡喜正は1954年に発表した論文で重工業の発展

について以下のような意味付けをした。

⑴重工業は人民経済の基礎の基礎としてその

発展なくしては人民経済の自立性を保障するこ

とができず，将来の工業化を保障することがで

きない。

⑵人民経済各部門，特に工業各部門の急速な

復旧とその技術的基礎の改善は人民経済各部門

に生産手段を供給する重工業の先次的発展を要

求する。

⑶重工業は平和的建設を保障し，国防力強化
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の物質的基礎になる［蔡喜正 1954,54］。

さらに，蔡喜正は「戦後人民経済復旧発展の

基本方向は工業と農業，重工業と軽工業を同時

的に急速に復旧発展させなければならないとい

うところにある」と述べているが，これは「人

民経済各部門に生産手段を供給する重工業を先

次的に復旧発展させなければならず，その次に

ようやく軽工業と農村経理を高いテンポで発展

させることができる」とその順序についても言

及している［蔡喜正 1954,55-56］。そして，『労

働新聞』1956年４月18日に載った蔡喜正の論文

「重工業の優先的成長はわが党経済政策の基

礎」では，「重工業の優先的成長を保障しなが

ら同時に人民生活の急速な改善向上のための軽

工業の高い発展テンポを保障すること」が３カ

年計画における工業政策の基本であると明白に

記述された。金日成自身も４月23日の党第３次

大会中央委員会事業総括報告で３カ年計画につ

いて「重工業の発展を優先的に保障しながら同

時に戦争によって零落した人民生活を安定，向

上させるための軽工業と農業を急速に復旧発展

させること」がその目標であったと述べた［『労

働新聞』1956年４月24日］。こうして，６月11日

に最高人民会議第２期第３次会議で採択された

「人民経済発展第１次５カ年計画」（1957～61

年）でもこの基本政策は継承された。

３カ年計画も５カ年計画もその重工業投資は，

ソ連をはじめとする友好国からの多額の無償援

助があってこそ可能なものであった。とくに

1954年の国家予算収入では友好国からの援助が

その34％を占めた（表９参照）。この援助につ

いて，1958年に刊行された資料では，53年８月

の協定によって，ソ連から10億ルーブル，この

ほか，中国から８兆元（旧・人民元），ドイツ民

主共和国から4.62億ルーブル，ルーマニアから

6500万ルーブル，ブルガリアから2000万ルーブ

ル，チェコスロバキアから1.13億ルーブル，ま

た，その他，ポーランド，ハンガリー，アルバ

ニアなどから合計8.6億ルーブル，さらにモン

ゴルからも多くの無償援助があったという。そ

して1956年から，ソ連から4.7億ルーブル，ハ

ンガリーから1500万ルーブル，ルーマニアから

2500万ルーブル，ブルガリアから3000万ルーブ

ルの追加の無償援助を受けたという［リ・ヨン

ベ 1958, 354-355］（注６）。

こうした友好国からの援助が戦後復旧で決定

的な役割を果たしたことは，1953～62年におけ

る経済施設の建設成果のなかに多くの重工業部

門での援助プロジェクトが含まれていることに

現われている（表10）。

重工業に対する優先的投資，とりわけ，友好

国からの援助が人民生活に関連する軽工業や農

業よりも重工業に多く振り分けられたことにつ

いての反発も生じてきた。それが政治の場で現

われたのが，中国からの帰国者である尹公欽，

崔昌益，ソ連からの帰国者である朴昌玉などの

表９　対外援助総額と国家予算（1953～60年）

（出所）『朝鮮中央年鑑』各年版。
（注）1958年までの金額は59年の貨幣価値に換算したもの。

1953

1954

1955

1956

1957

1958

1959

1960

対外援助の金額

（1,000ウォン）

97,076

306,620

234,700

163,884

153,221

63,603

81,944

40,386

財政収入でのシェア

（％）

18.4

34.0

21.7

16.5

12.2

4.2

4.8

2.0
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表10　1953～60年における工業施設の建設と友好国の援助

1953年 8月 17日 見龍貯水池竣工 援助の発表なし

 9月 7日 江南煉瓦工場第1塑性炉完工 援助の発表なし

 9月 12日 海州煉瓦工場加熱炉復旧 援助の発表なし

1954年 5月 9日 南浦瑠璃工場操業 援助の発表なし

 5月 17日 文坪製錬所溶鉱炉火入れ 援助の発表なし

 5月 22日 亀城紡織工場竣工 援助の発表なし

 6月 3日 平壌＝北京直通列車運行開始 援助の発表なし

 6月 6日 黄海製鉄所第1平炉竣工 援助の発表なし

 6月 17日 大同江鉄橋開通 援助の発表なし

 7月 25日 煕川自動車付属品製作工場（後，煕川 援助の発表なし

  精密機械工場，2月26日工場）竣工

 7月 25日 煕川機械工場竣工 援助の発表なし

 8月 13日 金策製鉄所第1号コークス炉火入れ 援助の発表なし

 8月 21日 博川絹織工場操業 援助の発表なし

 9月 4日 降仙製鋼所分塊圧延職場操業 援助の発表なし

 9月 11日 黄海製鉄所大型條鋼圧延職場操業 援助の発表なし

 9月 25日 高山＝平康鉄道開通 援助の発表なし

 12月 7日 海州セメント工場操業 援助の発表なし

1955年 1月 14日 金策製鉄所試験炉操業 援助の発表なし

 3月 平壌農機械製作所（岐陽化学工場 援助の発表なし

  の後身，後，岐陽トラクター工場）

  操業

 3月 1日 本宮化学工場のカーバイト第4号 援助の発表なし

  炉完全復旧

 4月 9日 中央放送局竣工 ソ連の技術援助

 5月 15日 金策製鉄所第1号溶鉱炉操業 ソ連の技術援助

 5月 15日 赴戦江発電所第3号発電機操業 チェコスロバキアの技術援助

 7月 10日 水豊発電所第6号発電機操業 ソ連の技術援助

 8月 11日 興南肥料工場硫安肥料生産施設 ソ連の技術援助

  操業

 9月 19日 成川鉱山選鉱場操業 ソ連の技術援助

 10月 1日 平壌＝ワルシャワ電話連絡開始 援助の発表なし

 10月 25日 平壌＝ブダペスト電話連絡開始 援助の発表なし

1956年 1月 5日 平壌紡織工場紡績，織布職場竣工 援助の発表なし

 4月 1日 青水化学工場第1号カーバイト 援助の発表なし

  電気炉竣工

工業施設日付 援助に関する発表
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 4月 5日 茂山鉱山復旧・操業を『労働新聞』 援助の発表なし

  報道

 5月 16日 大城瓦工場操業 ブルガリアの技術援助

 5月 16日 　村変電所10万KVA周変圧器 ソ連技術者の技術援助と指導

  第 1号機操業

 5月 25日 陽徳＝天星間電気鉄道開通 ソ連電気技術者の援助

 8月 5日 水豊発電所第3号発電機操業 発電機資材，変圧器，最新式空 

   気遮断機，各種配電管，アング

   ル，ケーブル線，油紙類などの

   ソ連の援助

 10月 11日 龍城肉類加工工場操業 ソ連の援助

 10月 14日 マドン・セメント工場復旧，操業 ソ連，中国，ドイツ民主共和国，

   チェコスロバキアから電動機，

   旋盤，空気圧縮機など

1957年  （未詳） 徳川自動車工場（後，勝利自動車 チェコスロバキアの援助

  工場）完工

 1月 15日 清津紡織工場第2号，第3号原動 援助の発表なし

  機復旧操業

 1月 28日 水豊発電所第7号発電機，復旧操業 ソ連の物質的，技術的援助

 3月 18日 海州セメント工場第2号火力発電機 援助の発表なし

  復旧

 5月 17日 黄海製鉄所200t混銑炉復旧操業 援助の発表なし

 6月 15日 元山鉄道工場（後，6月4日車輌 ポーランドの援助

  工場）客車職場操業開始

 6月 28日 新浦魚類缶詰工場操業 ソ連の援助

 6月 30日 金剛山第1号，第4号発電所操業 援助の発表なし

 7月 11日 松南青年炭鉱定礎 援助の発表なし 

 8月 10日 南浦製錬所亜鉛精錬施設操業 ソ連の援助

 8月 13日 平壌で6,000回線自動電話交換機 援助の発表なし

  設置工事竣工

 8月 19日 清津製鋼所第1号回転炉復旧操業 援助の発表なし

 9月 17日 本宮化学工場苛性ソーダ系統施設 援助の発表なし

  復旧操業

 9月 22日 平壌木材容器工場建設報道 ブルガリアの援助

 9月 27日 中央専門治療予防院開院 ドイツ民主共和国の援助

 10月 22日 平壌木材家具工場操業  ソ連の援助

 10月 26日 甲山鉱山選鉱場操業 援助の発表なし

 11月 5日 平壌紡織工場染色工場操業 ソ連の援助

 11月 6日 沙里院トラクター修理工場操業 ソ連の援助



18

 11月 18日 虚川江発電部第2発電所第2号発電機操業 援助の発表なし

 12月 21日 清津紡績工場操業 援助の発表なし

1958年 1月 22日 高原＝天星間の電気鉄道開通 ソ連の援助

 4月 20日 興南窒安工場操業 ソ連の援助

 4月 30日 黄海製鉄所第1溶鉱炉・コークス炉操業 ソ連の援助

 5月 7日 ビナロン中間工場（青水化学工場ビナロ 援助の発表なし

  ン中間試験工場）竣工を『労働新聞』

  報道

 6月 27日 南浦製錬所電気亜鉛生産設備拡張工事 ソ連の援助

  完工

 6月 29日 水豊＝平壌間22万ボルト第2送電線工 ソ連が設備を提供

  事および20万キロアンペア容量の平壌

  第 3変電所完工

 8月 5日 清津製鋼所第2号回転炉復旧完了， 援助の発表なし

  試運転開始

 8月 12日 海州＝河城間広軌鉄道開通 援助の発表なし

 8月 12日 海州セメント工場3号焼成炉操業 援助の発表なし

 8月 30日 水豊発電所堰堤改建工事竣工 ソ連の援助，中国の労働者，

   技術者の協力

 9月 3日 南浦製錬所金銀銅電解職場操業 ソ連の援助

 9月 5日 平南青年炭田の天星，直洞，武進台青年 援助の発表なし

  炭鉱，定礎

 9月 5日 順川アスピリン工場（後，順川製薬工 ルーマニアの援助

  場）操業

 9月 5日 黄海製鉄所第4号平炉操業 援助の発表なし

 11月 1日 新成川＝陽徳間の電気鉄道開通 援助の発表なし

 11月 2日 煕川工作機械工場竣工（煕川機械製作所 チェコスロバキアの援助

  を拡張）

 11月 4日 雲山工具工場（後，7月13日工場）竣工 チェコスロバキアの援助

 11月 27日 黄海製鉄所第3号平炉で鋼鉄生産開始 援助の発表なし

 12月 14日 長津川発電所復旧拡張工事竣工 援助の発表なし

1959年 1月 31日 平壌度量計器工場竣工 ハンガリーの物質・技術的援助 

 2月 8日  2・8マドン・セメント工場操業 ソ連の援助

 2月 9日 南浦製錬所第5号溶鉱炉復旧操業を 援助の発表なし

  『労働新聞』報道

 3月 23日 金策製鉄所第1号および第2号溶鉱炉と 援助の発表なし

  第 2号コークス炉操業

 4月 7日 南浦製錬所硫酸職場，生産開始 ソ連の援助
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 4月 15日 開城花崗石工場鉄道引込線工事完工， 援助の発表なし

  運行開始

 4月 16日 南浦製錬所肥料職場操業 援助の発表なし

 4月 28日 平壌第1変電所操業 援助の発表なし

 4月 30日 美林＝力浦間鉄道開通 援助の発表なし

 5月 24日 吉州合板工場操業 ソ連の技術援助

 6月 6日 南浦製錬所過燐酸石灰肥料工場， 援助の発表なし

  硫酸職場および硫酸銅職場操業

 6月 19日 元山水産機械工場（後，元山原動機工 援助の発表なし

  場）操業

 7月 1日 新浦港で咸南道水産管理局総合機械工 援助の発表なし

  場操業

 7月 9日 笏洞鉱山選鉱場工事完工を『労働新聞』   援助の発表なし

  報道

 7月 25日 形峰炭鉱操業 援助の発表なし

 8月 7日 朝ソ国境に親善橋開通 ソ連の援助

 8月 12日 亀城工作機械工場（後，4月3日工場）竣工 ハンガリーの物質・技術的援助

 8月 22日 平安南道中央病院開院 ルーマニアの援助

 8月 27日 元山鉄道工場（後，6月4日車輌工場） ポーランドの技術援助

  竣工

 8月 29日 西平壌鉄道工場（後，金鍾泰電気機関 ポーランドの援助

  車工場）操業

 9月 15日 興上窯業工場操業 ドイツ民主共和国の援助

 12月 10日 禿魯江発電所（後，将子江発電所）操業 援助の発表なし

1960年 3月 31日 明川＝吉州＝蘆洞電気鉄道工事完工 援助の発表なし

 10月 6日 新北青＝北青間鉄道開通 援助の発表なし

 10月 12日 万寿橋，長山通り，赤い通り開通 援助の発表なし

 12月 9日 虚川江発電所竣工 チェコスロバキアの技術援助

 12月 18日 本宮化学染料工場操業 ハンガリーの援助

 12月 25日 興南塩化ビニル工場操業 援助の発表なし

（３カ年計画期） 北中機械工場復旧・拡張 援助の発表なし

（３カ年計画期） 亀城鉱山機械工場復旧・拡張 援助の発表なし

（３カ年計画期） 楽元機械工場復旧・拡張 援助の発表なし

（３カ年計画期） 大安電気工場（旧・江西電気製作所） 援助の発表なし

  新設

（未詳）  阿吾地炭鉱，安州炭鉱，新倉炭鉱で機 ポーランドの援助

  械化，自動化

（未詳）  平壌市復旧 ハンガリーの援助

（未詳）  咸興市復旧 ドイツ民主共和国の援助

（未詳）  清津市復旧 ポーランドの援助

（出所）『労働新聞』，『朝鮮中央年鑑』ほか平壌で刊行された資料による。
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「分派行動」であった。彼らは1956年８月30～

31日の党中央委員会８月全員会議で金日成の権

威に挑戦し，重工業優先路線を取り上げて批判

した。しかし，この行動は逆に金日成によって

ねじ伏せられ，関係者の粛清にまで及び，この

結果党内で金日成の路線に反対するものはほと

んどいなくなった（注７）。

政治的問題の解決とともに，重工業優先路線

は成果をあげていた。このきっかけは1958年11

月２日にチェコスロバキアの援助で煕川機械工

場を発展させた煕川工作機械工場，59年８月12

日にハンガリーの援助で亀城工作機械工場（後，

４月３日工場）がそれぞれ操業したことであっ

た。こうした大規模な工作機械生産基地による

中間財の供給と並行して，金日成は各工場のな

かで自力によって工作機械を製作する運動，

「工作機械子産み運動」を始めた。これは1959

年３月13日に金日成が咸鏡北道にある朱乙亜麻

工場（後，３月13日工場）を訪問した際，３台

に過ぎない切削機械を使って自力で製作したと

いう工作機械を見て感動し，このような自力で

の工作機械の製作を全国的な運動として展開す

るように指示したものである。また，５月５日

の党中央委員会政治委員会拡大会議でもこの運

動を展開することが決定された［『労働新聞』

1959年５月12日 ; チャン・クモク 1968; 社会科学出

版社 1973,64-65;『金日成著作集（13）』1981年刊行，

265～294ページ］。この運動の結果，１年間で工

作機械が「計画外に１万3000台」生産されたと

されている［朝鮮労働党出版社 1991,365-366］。

この運動を支える大きな助けとなったのは，

1959年11月４日にチェコスロバキアの援助で操

業した雲山工具工場（後，７月13日工場）が供

給する工具であった。

Ⅴ　対南政策との連結

５カ年計画が繰り上げ達成されようとしてい

る1959年に，南側の韓国では経済停滞によって，

多くの労働争議が発生していた。１月27日には

ソウル市内の33の自動車運輸会社の労働者3500

人がストに入って，労働争議が深刻化してきた。

９月８日にも郡山で埠頭労働者2000人が未払い

賃金の支払いを求めて篭城するなど，韓国側の

経済の悪化はますます顕在化していた。

戦後復興で韓国側に対する優位性を強く認識

していた朝鮮労働党は，経済的，社会的混乱に

乗じてその優位性を見せつける戦術に出た。10

月28日，最高人民会議第２期第６次会議で「大

韓民国民議院および南朝鮮人民に送る朝鮮民主

主義人民共和国最高人民会議の書簡」が採択さ

れた。このなかでは，韓国側での経済停滞や社

会不安について言及され，「民族経済の自主性

を見出すことができず，市場では外国製品が氾

濫している」と指摘されている。そして，これ

に対して北側では「自立的民族経済のしっかり

とした土台を持った工業 = 農業国家」が成立

しており，「もし統一された祖国の地に南北朝

鮮人民がともに民族経済を建設して民族文化を

発展させてきたならば，我々はもっと早く，も

っと楽に，もっと立派に幸福な生活を創造して

いたはずである」と，この手紙では述べられて

いた［『労働新聞』1959年10月28日］。朝鮮労働党

はまさに，経済的優位性を南側の政治家と人民

を引き付ける手段として位置づけたのである。

経済的優位性に対する自信は，５カ年計画が

1960年に繰り上げ達成されたことと，韓国側で

経済の悪化と社会的不満の結果として同年に李
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承晩大統領が国を追われることになったことで

深められた。1961年９月には党第４次大会で新

たな７カ年計画（1961～67年）が発表されたが，

金日成はその中心課題を「自体の鞏固な原料基

地を持ち，最新技術でしっかりと装備された自

立的工業体系を確立すること」であると述べた

［『労働新聞』1961年９月12日］。金日成は，経済

開発の目標を，韓国側に原材料，機械を供給す

ることができる水準を目指そうとしたのである。

さらに，1962年10月23日，金日成は初めて「自

立的民族経済建設路線」という言葉を用いてこ

れまでの経済開発を総括し，また，今後もこの

路線を続けていくことを明らかにした［『労働

新聞』1962年10月24日］。

この時期から，自立的民族経済建設路線の理

論化とそれを啓蒙する作業が進められた。1962

年に朝鮮労働党出版社から，重工業建設に関す

るレーニンとスターリンの著作からの抜粋を収

録した書物が刊行された［ペク・ムニク 1962］。

1963年４月に科学院経済法学研究所は，レーニ

ンとスターリンの著作にある重工業建設の論理

の上に自立的民族経済建設路線を位置付けて，

５カ年計画と７カ年計画における党の政策を説

明した書物を刊行した［朝鮮民主主義人民共和

国科学院経済法学研究所 1963］。

さらに，『労働新聞』では，韓国側への呼び

かけを兼ねた自立的民族経済建設路線の宣伝が

行われた。『労働新聞』1963年４月11日社説

「出口は民族の自主統一にある」は，南側の経

済がアメリカの援助に依存していることを批判

し，北側の貿易は「有無相通」の原則で行われ

ていて経済的に自立していると主張した。『労

働新聞』1963年４月23日社説「自立的民族経済

の建設は祖国の統一と独立と繁栄の道である」

は，北側の自立的民族経済が南側の工業でもっ

とも深刻な問題である原料，機資材，燃料など

の不足を解決することができると主張した。さ

らに，『労働新聞』1963年10月26日論説「自

主・自立は更生の道」は，北側の工業地帯と南

側の農業地帯を連結させるべきであると主張し

た。

Ⅵ　自立的民族経済建設路線の試練

自立的民族経済建設路線はレーニン，スター

リンの著作に裏付けられたものではあったが，

それは必ずしも当時のソ連共産党の政策と完全

に一致していたわけではなかった。朝鮮戦争中

の1953年３月にスターリンが死去すると，ソ連

は自由主義陣営との緊張緩和，共産主義陣営で

の協力強化に向かって動き出していた。前者の

動きとしては，朝鮮戦争の停戦に関する影響力

の行使，「修正主義者」とされてきたチトーの

ユーゴスラビアとの和解，西側のドイツ連邦共

和国との国交正常化などがあった。後者の動き

としては，ワルシャワ条約機構の設立，経済相

互援助会議（コメコン）の強化であった。この

緊張緩和政策と共産主義陣営内での分業体制の

強化は朝鮮労働党の政策との間に次第に矛盾を

生み出すようになっていった。

緊張緩和路線に対して，朝鮮労働党でもこれ

に同調して，反米スローガンを取り下げようと

する意見が出てきた。金日成はこれに強く反対

し，1955年12月28日の演説で，朝鮮労働党の反

米闘争がソ連の緊張緩和政策にむしろ寄与する

ものであると述べている［『金日成選集（4）』

1960年刊行，333～334ページ］。さらに，1957年

６月18～22日に開かれたコメコン総会にも，朝
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鮮代表はオブザーバー資格で参加した。金日成

は基本的にソ連を中心とした共産主義陣営の秩

序内で独自の反米闘争と経済開発を進めようと

したのである。

しかし，ソ連との矛盾は徐々に拡大していっ

た。1960年４月から中国共産党がソ連指導部を

「修正主義者」と呼び，ソ連共産党との論戦を

始めると，金日成は翌61年７月，モスクワと北

京に飛び，それぞれと相互援助条約（軍事同盟

条約）を締結し，いわば制度的な保険をとりつ

けた（注８）。この段階では反米徹底抗戦を主張す

る中国共産党のほうが金日成の立場に近かった

が，まだ，中ソ両党は仲直りする見込みがあっ

た。ただし，経済開発に関して国際社会主義市

場での分業を進めようとするソ連共産党の路線

に対して，独自の自立的な工業化を進めようと

する金日成は危惧を抱いていた。後に金日成は，

ソ連共産党のフルシチョフ書記長がコメコンへ

の正式加盟を促してきたが，これを拒否したと

述べている［『金日成著作集（44）』1996年刊行，

79～80ページ］。

金日成とフルシチョフとの間の溝は，1962年

10月のキューバ危機によって急速に深まった。

ソ連はキューバの要請に基づいてミサイル基地

の建設にかかっていたが，アメリカがこれに抗

議して海上封鎖を実行したことによりミサイル

導入を放棄してしまった。金日成はこれにより，

フルシチョフがアメリカの圧力に屈してキュー

バを見放したように，自分たちを見放す恐れが

あると考えるようになった。1962年12月10～14

日に開かれた党中央委員会第４期第５次全員会

議では，「人民経済発展で一部制約を受けても，

まず国防力を強化しなければならない」とされ，

国防建設に対して最優先に資源を振り向けるこ

とが決定された［『労働新聞』1962年12月16日］。

金日成の不信感によるソ連との関係の冷却化

は次第に現実の政策でも現われるようになった。

ソ連は1960年10月13日の協定で，それまでの借

款について，７億6000万ルーブルを支払免除，

１億4000万ルーブルを67年から10年間で返済す

るようなリスケジュールに応じた。この借款が

いつ，どのような経緯でなされたのかは不明で

あるが，この協定ではっきりしていることは新

規の借款がなされなかったということである。

７カ年計画に関してソ連とは1959年３月17日，

60年12月24日，61年７月６日に経済協力協定が

締結されていたが，これらは実行されなかった

［国土統一院調査研究室 1988,232-235,326-329;『朝

鮮中央年鑑 1961年版』133～136ページ］。

朝ソ関係が徐々に冷たくなってきた1963年７

月５～10日，中ソ両党の会談が行われたが，こ

れが決裂し，中ソの対立が決定的なものになっ

た。朝鮮労働党は『労働新聞』1963年10月28日

社説「社会主義陣営を擁護しよう」で，社会主

義陣営を分裂させている張本人が「現代修正主

義者」であると述べ，事実上フルシチョフを批

判し，中ソ対立において中国側に加担するよう

になった。

朝鮮労働党はフルシチョフに反旗を翻すとと

もに，コメコン体制についても批判するように

なった。朝鮮労働党出版社が1963年11月13日付

で刊行した『自力更生と自立的民族経済』では，

過去に経済的に遅れた国が重工業，特に機械工

業を建設することができないとする「生産伝

統」論や「収益性」論を批判するという形で，

事実上コメコンの社会主義国際分業論を批判し

た［キム・ドソン 1963,13-22］。この批判を国際

的な経済政策の論争に格上げしようとしたのが
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1964年６月16～23日に平壌で開かれた第２次ア

ジア経済討論会であった。この会議では朝鮮国

際貿易促進委員会の南春華副委員長が「生産伝

統」論，「収益性」論を批判して，重工業に対

する優先的投資から多方面に発展する自立的民

族経済建設路線を，開発途上国の発展のモデル

として紹介した［チェ・ジンソク／チョン・ビョ

ンシク／チョン・ジェジョム 1964,87-112］。

社会主義国際分業論の批判に対して，ソ連共

産党は『プラウダ』1964年８月18日の記事で反

論を展開した。『労働新聞』1964年９月７日で

はこの記事が翻訳転載され，さらに反論が加え

られた。この反論では，ソ連が朝鮮側にステン

レス鋼板をはじめとする資材を国際価格よりも

極めて高い価格で売りつけた上に，朝鮮側から

数十万トンの金と多量の貴重な非鉄金属を国際

価格よりも極めて低い価格で買い付けたことが

指摘されるなど，社会主義国際分業を実態面で

露骨に批判する内容が含まれていた。こうして

朝ソ関係は，政治対立にまでは行かないまでも，

険悪なものになった。

その間，朝鮮側の経済は軍事優先路線のため

に苦しくなっていた。ソ連や東欧諸国の無償援

助は1960年代初めに終結していた。新たに借款

ができたのは1960年10月13日の協定による中国

からのものだけであったが，これも重工業に対

する投資ではなかった（注９）。経済成長の減速は，

従来細かく発表していた経済指標が1961年から

次第に，絶対値ではなく，〇〇年に比べて〇〇

％成長したというものに代わっていき，64年に

は主要な指標の発表すらなくなったことに現わ

れている［『朝鮮中央年鑑』1961年版～1964年版］。

しかも1960年代後半にはソ連からの借款の返済

に入らなければならなくなっていた。

Ⅶ　自立的民族経済建設路線の固定化

金日成にとって幸いなことに1964年10月にフ

ルシチョフが失脚した。そして，ソ連共産党の

新たな指導者となったブレジネフは朝鮮労働党

に急速な歩み寄りを見せた。それはブレジネフ

が朝鮮民主主義人民共和国の軍事戦略的な位置

を強く認識していたためである。1964年８月に

アメリカの艦載機がトンキン湾でベトナム人民

軍から攻撃を受けたとしてその艦船を撃沈して

以来，アメリカは本格的にベトナム情勢に介入

し始めていた。ブレジネフは1965年２月にコス

イギン首相をハノイと平壌に送った。

朝ソ関係がよりを戻したことでソ連は経済協

力を復活させることになった。ブレジネフは朝

鮮側に社会主義国際分業の秩序を無理に押し付

けようとはせず，また，金日成もむしろそれを

社会主義陣営との貿易拡大のために利用するこ

とを考えるようになっていた。こうして1966年

６月20日にソ連との間に結ばれた協定はブレジ

ネフの気前のよさを表わしていた。

この協定は1966～72年にソ連が朝鮮側に総額

１億6000万ルーブルの借款を，10年間年利２％

での返済を条件に提供し，また，66～70年に支

払うことになっていた返済金を延期して71年か

ら支払うようにし，しかもその延期の分は無利

子とした。この協定によって朝鮮側は，冷間お

よび熱間圧延設備を含む金策製鉄所の拡張，北

倉火力発電所，原油加工工場，アンモニア工場

の建設等に関してソ連からの経済協力を得るこ

とになった［『労働新聞』1966年６月22日 ; 国土統

一院調査研究室 1988,326-329］。

このほか，1967年10月21日の協定とそれに続
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表11　1961～70年における工業施設の建設と友好国の援助

1961年 2月 18日 元山トウモロコシ工場操業 援助の発表なし

 5月 6日 ビナロン工場竣工 援助の発表なし

 6月 6日 金策製鉄所第5号転炉操業 援助の発表なし

 8月 13日 金策製鉄所第1コークス炉操業 援助の発表なし

 8月 22日 ペニシリン工場完工を『労働新聞』報道 援助の発表なし

 9月 2日 西湖水産事業所人口乾燥機操業 援助の発表なし

 9月 3日 龍登炭鉱第1坑操業 援助の発表なし

 9月 6日 黄海製鉄所亜鉛メッキ職場操業を 援助の発表なし

  『労働新聞』報道

 9月 7日 赴戦江発電所竣工 援助の発表なし

 9月 22日 黄海製鉄所第2号溶鉱炉竣工 援助の発表なし

 10月 24日 長津江発電所第3号発電所の発電設備に 援助の発表なし

  対する総合的自動化完成

1962年 1月 19日 本宮化学工場DDT職場竣工 援助の発表なし

 4月 20日 咸興金属建具工場およびヒューム管工場 援助の発表なし

  操業

 4月 23日 平壌駅前広場トロリーバス開通 援助の発表なし

 5月 20日 長津江1号発電機試運転開始 援助の発表なし

 5月 29日 阿吾地化学工場（後，7月7日工場） 援助の発表なし

  メタノール生産系統操業

 6月 25日 会寧炭鉱機械工場鋳鋼職場竣工 援助の発表なし

 9月 8日 清津化学繊維工場竣工（清津紡績工場を 援助の発表なし

  拡張）

 9月 13日 平壌総合印刷工場竣工 ドイツ民主共和国の援助

 9月 16日 咸興市で万歳橋開通 ドイツ民主共和国の技術援助

 9月 21日 平壌電線工場（後，3月26日電線工場） 援助の発表なし

  操業

 10月 4日 南浦製錬所非鉄圧延職場操業 チェコスロバキアの援助

1963年 4月 30日 平壌製絲工場操業を朝鮮中央通信報道 援助の発表なし

 5月 10日 元山鉄道工場で万能有蓋貨車＜551＞を 援助の発表なし

  生産

 9月 7日 本宮ソーダ工場操業 援助の発表なし

 9月 7日 徳川自動車工場（後，勝利自動車工場） 援助の発表なし

  鍛造職場完工を朝鮮中央通信報道

 9月 7日 平壌駅＝烽火＝毛沢東広場区間の 援助の発表なし

  トロリーバス運行開始

 9月 7日 科学図書館竣工 援助の発表なし

工業施設日付 援助に関する発表
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 9月 8日 恵山紡織工場紡績系統生産開始を『労働 援助の発表なし

  新聞』報道

 12月 15日 端川＝新北青間の電気機関車試運転開始 援助の発表なし

1964年 1月 3日 狼林亜麻工場操業 援助の発表なし

 2月 4日 黄海製鉄所化学職場硫安および軽油系統 援助の発表なし

  操業

 2月 14日 会寧精製糖工場で砂糖生産開始 援助の発表なし

 4月 29日 江界青年発電所操業 援助の発表なし

 5月 12日 富潤鉱山選鉱場操業 援助の発表なし

 7月 7日 江北送電線工事竣工 援助の発表なし

 7月 26日 青丹第1号発電所操業 援助の発表なし

 8月 26日 平壌＝新義州間電気鉄道開通 援助の発表なし

1965年 4月 19日 拡張された金策製鉄所第2溶鉱炉での出 援助の発表なし

  銑を『労働新聞』報道

 4月 28日 平壌＝江東の道路舗装工事竣工 援助の発表なし

 6月 10日 清津＝羅津間鉄道開通 援助の発表なし

1966年 4月 28日 拡張された金策製鉄所第1号「青年溶鉱 援助の発表なし

  炉」での出銑を『労働新聞』報道

1967年 4月 3日 初の石炭ガス化による化学肥料基地であ 援助の発表なし

  る阿吾地化学工場窒素肥料生産系統第1

  段階操業

 4月 5日 剣徳鉱山第2選鉱場操業 援助の発表なし

 4月 10日 興南総合肥料工場でアンモニア合成工場， 援助の発表なし

  第 1尿素工場，濃硫酸工場操業

 4月 14日 順川石灰窒素肥料工場第2肥料職場操業 援助の発表なし

 4月 14日 南浦製錬所有色圧延工場板材職場操業 援助の発表なし

 4月 20日 青水石灰窒素肥料工場操業 援助の発表なし

 4月 28日 雲峰発電所堰堤竣工 援助の発表なし

 9月 17日 「キム・ヤンリュル支配人の鉱山」で「も 援助の発表なし

  う一つの大規模選鉱場」操業

 9月 17日 「リ・ドンギム支配人の鉱山」操業 援助の発表なし

 9月 17日 「キム・ヨンギョ支配人の鉱山」で選鉱場 援助の発表なし

  操業

 9月 18日 「キム・チュンイル支配人の鉱山」で総合 援助の発表なし

  選鉱場操業

 9月 21日 「キム・テヒョン支配人の鉱山」での選鉱 援助の発表なし

  場操業を『労働新聞』報道

 10月 15日 咸興毛紡織工場（10月 7日紡織工場）操業 外国からプラント輸入（どこ

   の国かは不明）
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1968年 9月 29日 「ソ・ドンウン同務のセメント工場」で 援助の発表なし

  焼成炉操業

 11月 1日 高原＝洪原間電気鉄道開通 援助の発表なし

1969年 4月 13日 映画フィルム複写工場竣工 援助の発表なし

 6月 20日 4月 13日製鉄所操業 援助の発表なし

 7月 22日 前川削岩機工場創立 援助の発表なし

 7月 22日 7月 22日工場（出版）創立 援助の発表なし

1970年 5月 23日 北倉火力発電所第1段階工事完工 援助の発表なし

 10月 10日 明川＝清津間電気鉄道開通 援助の発表なし

 10月 20日 清津でトロリーバス開通 援助の発表なし

 10月 30日 10月 30日工場（良策ベアリング工場） 援助の発表なし

  操業

 11月 4日 全国的に有線放送化の完成を『労働新聞』 援助の発表なし

  発表

（7カ年計画期） 降仙引抜鋼管工場新設 援助の発表なし

（7カ年計画期） 電子管工場新設 援助の発表なし

（7カ年計画期） 1月 18日機械工場新設 援助の発表なし

（7カ年計画期） 龍城機械工場鋳鋼職場新設 援助の発表なし

（7カ年計画期） 8月 8日工場（北中機械工場）機関職場 援助の発表なし（ただし，ド 

  新設 イツ民主共和国の援助を受け

   た可能性あり）

（7カ年計画期） 8月 28日工場加工職場新設 援助の発表なし

（7カ年計画期） 楽元機械工場組立職場新設 援助の発表なし

（7カ年計画期） 岐陽トラクター工場大型操機職場新設 援助の発表なし

（7カ年計画期） 2月 26日工場油圧機職場新設 援助の発表なし

（7カ年計画期） 大安電気工場大型発電機職場新設 援助の発表なし

（7カ年計画期） 6月 22日化学繊維工場（後，新義州化学 援助の発表なし

  繊維工場）新設

（7カ年計画期） 球場セメント工場新設 援助の発表なし

（7カ年計画期） 8月紡織工場（朔州織物工場）染色加工 援助の発表なし

  職場新設

（7カ年計画期） 船橋編織工場新設 援助の発表なし

（7カ年計画期） 江界編織工場新設 援助の発表なし

（7カ年計画期） 順川擬革靴工場（後，順川靴工場）新設 援助の発表なし

（出所）『労働新聞』，『朝鮮中央年鑑』ほか平壌で刊行された資料等による。
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表12　ソ連の建設協力協定（1959年３月17日協定から1970年９月15日協定まで）とその結果

1959年 3月 17日協定 平壌火力発電所建設 1966年 6月 20日協定により

   履行義務消滅

  アンモニア・塩化ビニル工場建設 1966年 6月 20日協定により

   履行義務消滅

  金策製鉄所拡張 1966年 6月 20日協定により

   履行義務消滅

  平壌絹織工場拡張 1966年 6月 20日協定により

   履行義務消滅

  黄海製鉄所拡張 1966年 6月 20日協定により

   履行義務消滅

1960年 12月 24日協定 金策製鉄所拡張 1966年 6月 20日協定により

   履行義務消滅

  北倉火力発電所建設 1966年 6月 20日協定により

   履行義務消滅

  平壌火力発電所建設 1966年 6月 20日協定により

   履行義務消滅

  原油加工工場建設 1966年 6月 20日協定により

   履行義務消滅

  映画撮影所建設 1966年 6月 20日協定により

   履行義務消滅

  亜麻織物工場建設 1966年 6月 20日協定により

   履行義務消滅

1961年 7月 6日協定 （不明） 1966年 6月 20日協定により

   履行義務消滅

1966年 6月 20日協定 金策製鉄所拡張 1976年 2月 9日協定で完成の

   ために新たな借款

   1989年 9月 8日に拡張第2段

   階工事竣工

  北倉火力発電所建設 1970年 5月 23日に第1段階工

   事完工

   1974年 12月に第2段階工事完工

   1985年 8月 13日に全面操業

  原油加工工場建設 1973年に雄基原油加工工場

   操業

  アンモニア工場建設 1976年 2月 9日協定で阿吾地

   化学工場アンモニア職場建設

   完成のために新たな借款

協定の内容 結果



28

く68年９月18日の協定で，採炭，電気機械，鉄

道車輌製作に関する建設にソ連が協力すること

になった［『労働新聞』1967年10月23日 ; 国土統一

院調査研究室 1988, 376-379］。さらに，1968年10

月24日には無線中継施設建設の協力に関する協

定も締結された［国土統一院調査研究室 1988, 

355-357］。

こうした経済協力の約束は一息つく余裕を与

えたというよりは，そもそも朝鮮労働党が進め

てきた政策を継続して推進するための担保とな

った。朝鮮労働党は1966年10月５～12日に開か

れた第２次党代表者会で，軍事に最優先に投資

を振り向ける「国防建設と経済建設の併進」を

継続し，また，７カ年計画の３年間延長を決定

した。この結果，1961～69年に工業部門の総投

資額のうち80％が重工業に投資された。そして，

1970年11月の党第５次大会でこの延長７カ年計

画が総括され，「工業＝農業国から工業国に転

換した」と宣言された［『労働新聞』1970年11月

３日および11月10日］。

延長７カ年計画の期間，初期には以前の友好

国からの援助プロジェクトが継続していたが，

それが終了した1963年からは，多くの独自の建

設プロジェクトが完工した。経済協力が再開し

た1966年以降，70年までに操業して直接的に経

済建設に貢献したソ連の経済協力プロジェクト

は見当たらない（表11）。しかも，1970年９月

15日に結ばれた協定もその内容はすんなりと実

施に移されたわけではなかった（表12）。した

がって，延長７カ年計画期間中に進展した経済

建設のうち，援助が果たした役割は決定的なも

のということはできず，朝鮮側ではそれだけ，

すでに５カ年計画期間中に生産手段を作り出す

力が育ち，この延長７カ年計画期間にはその力

1967年 10月 21日協定 採炭場建設 永興炭鉱（後，金野青年炭鉱） 

   採炭場操業（時期未詳）

  電気機械関連施設建設 1970年 9月 15日協定により

   履行義務消滅

  鉄道車輌工場建設 1970年 9月 15日協定により

   履行義務消滅

1968年 9月 18日協定 （不明） 1970年 9月 15日協定により

   履行義務消滅

1970年 9月 15日協定 自動車用バッテリー工場建設 1979年に大同江蓄電池工場

   操業

  エナメル線工場建設 1979年操業

  マイクロモーター工場建設 1979年時に建設中

  カーバイト工場建設 1976年 2月 9日協定で履行

   義務消滅

  鉄道車輌工場建設 1976年 2月 9日協定で履行

   義務消滅

  屑鉛加工工場建設 1976年 2月 9日協定で履行

   義務消滅

（出所）国土統一院調査研究室（1988），『労働新聞』，『朝鮮中央年鑑』等による。
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が発揮されるほどの自己完結性が成立したとい

える。

自己完結性が成立してきた反面，ソ連からの

借款の返済は常に先延ばしにされた。すなわち，

自己完結性の形成はソ連の気前のよさに大きく

依存していたのである。そのため，海外に支払

うべき外貨を稼ぐことは国内で余りあるほど生

産される製品を売ることでしか考えられず，輸

出のための工業を建設するという発想が生まれ

てこなかった。ただし，この気前のよさがいつ

までも続くとは限らなかった。1970年９月15日

に締結された協定では，ソ連が協力する建設プ

ロジェクトには細かい現物返済計画が付けられ

ることになった［国土統一院調査研究室 1988, 

376-379］。

ま　と　め

自立的民族経済建設路線の形成過程と解放か

ら社会主義工業国を宣言するまでの経済建設過

程の分析から以下のような結論を導き出すこと

ができる。

第１に，朝鮮民主主義人民共和国において重

工業に対して優先的投資を行う経済開発は，植

民地時代に建設された施設の存在，ソ連の協力，

経済の自立を政治的独立の条件と見る政治指導

者の存在という有利な条件から始まった。ただ

し，スタートの段階から政治指導者が，兵器の

生産を除き，自己完結的な経済構造の形成を目

標としていたということを示すような当時の資

料は見当たらない。

第２に，朝鮮戦争の間に行われた友好国から

の経済支援は主に生活に関連したものであり，

工業施設の移転および建設が朝鮮独自に行われ

たという経験に注目するべきである。この段階

は重工業を中心とした自己完結型の経済構造が

形成される起点と見ることができよう。

第３に，戦後復興における重工業への優先的

投資は工業力での韓国側に対する優位性を確立

する目標の下に進められてきた。したがって，

朝鮮労働党の自力更生論は統一政策の一部であ

ったといえる。

第４に，1960年代にソ連からの援助が決定的

な役割から外れて70年までに重工業を中心とし

た自己完結型の経済構造がかなりの程度形成さ

れたことは，ソ連がそれまで借款の返済を迫ら

なかったことに大きく依存していた。このこと

は輸出工業の不在という問題の原因となり，後

に起こった貿易代金未払い問題の起点であった

といえよう。

最後に，自己完結型の経済建設は朝鮮労働党

がコメコンに本格的に組み入れられることを拒

んだことにより促進されたことにも注意しなけ

ればならない。このことは朝鮮社会主義経済に

対して，外国からの影響を受けにくい非脆弱性

をもたらすことに貢献したであろう。その反面，

朝鮮労働党が社会主義分業に関する「収益性」

論に対して見せた否定的態度は国内経済におい

て高コスト体質を作り出すという問題をもたら

すという危険を内包するものであった。この問

題は，それが大きくなれば，工業で生産の停滞

と投資の不足という現象を招来するという性質

を帯びたものであった。

（注１）1990年代以降の朝鮮民主主義人民共和国の

経済情況については，『アジア動向年報』各年版を参

照。

（注２）1970年代における貿易代金未払問題の発生
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については，「1976年の北朝鮮──内攻する危機と外

交面の激動──」（『アジア動向年報 1977年版』），小

牧（1986），青木（1995）を参照。

（注３）農業現物税は1966年４月29日に廃止された

が，こうした農産物の価格設定は，2002年７月１日に

なって初めて変更された。この措置については，在日

朝鮮人の新聞である『朝鮮新報』HP 朝鮮語版，2002

年７月26日や国家計画委員会の副局長のインタビュー

を掲載した中国の新聞『環球時報』2002年８月15日な

どに紹介されている。

（注４）ソ連軍による穀物，家畜，在庫物資，産業

施設の搬出情況については，当時平安南道人民政治委

員会で勤務していた李弘根が記録したものがある［李

弘根 1950］。また，水豊発電所の設備搬出については

日本人の記録もある［森田・長田 1980］。

（注５）「植民地的偏跛性」について金日成はこれと

は別に，1947年２月19日の報告で，「例えば朝鮮に機

械とその部品を作る工場があるのに，朝鮮の鉄産業は

満州からコークスを輸入しなければならず，日用品を

作る工場は全然発展できませんでした」と述べ［金日

成 1948, 168］，国内で産業連環が成立していないこと

を示したことがある。

（注６）これらの無償援助の金額については，資料

によって金額の食い違いがある。ソ連の援助は３カ年

計画時に10億ルーブルの援助を受けたことはどの資料

も共通しているが，追加援助の金額はソ連側の資料で

は３億ルーブルとなっている［国土統一院調査研究室

1988,552; アンドレーエフ／オーシポフ 1984］。ドイツ

民主共和国の援助については，『労働新聞』1955年３

月15日および12月18日によると，戦争が始まって55年

７月31日まで4500万マルク相当の援助がすでに実施さ

れ，55年２月17日の内閣決定で52年から64年までの援

助総額を５億4540万ルーブルにすると決定，この決定

によって52年から55年11月末までの期間に9300万ルー

ブルの援助が行われたという。ルーマニアの援助につ

いては，『労働新聞』1957年10月２日によれば，1953

年10月23日に53～56年に6500万ルーブルの無償援助を

提供する協定を締結したという。ブルガリアの援助に

ついては，『労働新聞』1957年９月22日で平壌木材容

器工場がブルガリアによって１億4700万ルーブルの資

金で建設されたという。ポーランドの援助については，

『労働新聞』1960年１月４日によれば，1954～59年に

３億6400万ズローディの無償提供があったという。ま

た，『労働新聞』1962年４月23日社説では戦後時期に

「兄弟的社会主義諸国からうけた援助は都合５億ルー

ブル（５億5000万ドル）」であったと発表しており，

後のソ連側の研究にもこの数値を引用しているものが

ある［マルティノフ 1970,68-69］。

（注７）尹公欽，崔昌益，朴昌玉ら「宗派分子」と

された人々の主張は，金日成の1958年１月29日演説に

よると，金日成が友好国からの援助で日用品や生地，

米といった消費品を買わなかったことを批判したもの

であるという［『金日成選集（5）』1960年刊行，281ペ

ージ］。また，この会議に出席して後に亡命した呂政

の回想録でも，1956年８月全員会議で尹公欽が，重工

業に対する優先的投資を批判したということが記され

ている［呂政 1991,80-85］。

（注８）ソ連との同盟条約は1958年から締結の準備

に入っていたが，朝鮮側がフルシチョフ訪朝と同時に

締結することを強く主張し，結局フルシチョフが来な

かったため，締結まで時間がかかってしまったという

ことがロシア側の研究で明らかにされている［トカチ

ェンコ 2000, 16-22］。

（注９）中国からの借款は1960年10月13日の協定に

より，61～64年に４億2000万ルーブルの長期借款で，

タイヤ工場，無線機器工場，一部日用品を生産する軽

工業工場に関する建設協力と綿紡織設備の無償提供が

約束された［『朝鮮中央年鑑 1961年版』136～137ペー

ジ］。その後の中国との関係から見て，この経済協力

はある程度実行されたと見て間違いない。ただし，こ

のほかに中国からの援助に関する資料を筆者は発見で

きなかったため，今回の議論ではこれを捨象する。
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